
「『真に』子どもにやさしい国をめざして」

～ 「愛知方式」と「子どもの権利」、「家庭養育優先原則」～

2023年 5月 13日

元厚生労働大臣 塩崎恭久

令和５年度名古屋市里親会こどもピース定期総会



●1990年代央：宇和島市の児童養護施設「みどり寮」・谷松豊繁理事
長（全養協第６代会長）の導き

●2015年4月：「戦後の要保護児童福祉政策は、浮浪児対策（戦争孤児
対策）の延長線上で来てしまった。」（衆・赤坂宿舎での
勉強会）

「要保護児童の社会的養育問題」との出会い

「施設入所の子ども達の半数強は虐待が原因。」

⇒「保護」から「養育」へ
⇒「権利主体性」と「家庭養育原則」へ

●「NAISグループ」勉強会➡自民党内勉強会➡自民党議連➡超党派
議連

●2016年：「平成28年抜本改正後の日本の行うべきことは、施設への
新規入所を原則停止すること。」
（英国バーナードス元CEO ロジャー・シングルトン卿）
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207,659件R3年度

4

H12年度から
約１２倍以上に増加
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23.5%

日本のみ２０２２年３月末。
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里 親 家庭における養育を里親に
委託

登録里親数 委託里親数 委託児童数 ファミリー
ホーム

養育者の住居において家庭養護
を行う(定員５～６名)15,607世帯 4,844世帯 6,080人

区分

（里親は
重複登録
有り）

養 育 里 親 12,934世帯 3,888世帯 4,709人
ホ ー ム 数 446か所

専 門 里 親 728世帯 168世帯 204人
養子縁組里親 6,291世帯 314世帯 348人

委託児童数 1,718人
親 族 里 親 631世帯 569世帯 819人

小 規 模 グ ル ー プ ケ ア 2197か所

地域小規模児童養護施設 527か所

保護者のない児童、被虐待児など家庭環境上養護を必要とする児童などに対し、公的な責任として、社会的に養護を
行う。対象児童は、約４万２千人。

里親数、施設数、児童数等

施 設 乳 児 院 児童養護施設 児童心理治療
施 設

児童自立支援
施 設

母子生活支援
施 設

自 立 援 助
ホ ー ム

対 象 児 童

乳児（特に必要な
場合は、幼児を含
む）

保護者のない児童、
虐待されている児
童その他環境上養
護 を 要 す る 児 童
（特に必要な場合
は、乳児を含む）

家庭環境、学校に
おける交友関係そ
の他の環境上の理
由により社会生活
への適応が困難と
なった児童

不良行為をなし、
又はなすおそれの
ある児童及び家庭
環境その他の環境
上の理由により生
活指導等を要する
児童

配偶者のない女子
又はこれに準ずる
事情にある女子及
びその者の監護す
べき児童

義務教育を終了し
た児童であって、
児童養護施設等を
退所した児童等

施 設 数 145か所 610か所 53か所 58か所 215か所 229か所

定 員 3,827人 30,140人 2,016人 3,340人 4,441世帯 1,575人

現 員 2,351人 23,008人 1,343人 1,162人
3,135世帯

児童5,293人
818人

職 員 総 数 5,555人 20,639人 1,522人 1,839人 2,073人 874人

（出典）
※里親数、ＦＨホーム数、委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・母子生活支援施設の施
設数・定員・現員は福祉行政報告例（令和4年3月末現在）

※児童自立支援施設の施設数・定員・現員、自立援助ホームの施設数、小規模グループケア、地域小規模児
童養護施設のか所数は家庭福祉課調べ（令和3年10月1日現在）

※職員数（自立援助ホームを除く）は、社会福祉施設等調査報告（令和3年10月1日現在）
※自立援助ホームの定員、現員（令和4年3月31日現在）及び職員数（令和3年10月1日現在）は家庭福祉課調
べ

※児童自立支援施設は、国立2施設を含む 7
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年度

児童養護施設 乳児院 里親等※ 合計

入所児童数 割合 入所児童数 割合 委託児童数 割合 児童数 割合

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

平成２３年度末 28,803 78.6 2,890 7.9 4,966 13.5 36,659 100

平成２４年度末 28,233 77.2 2,924 8.0 5,407 14.8 36,564 100

平成２５年度末 27,465 76.2 2,948 8.2 5,629 15.6 36,042 100

平成２６年度末 27,041 75.5 2,876 8.0 5,903 16.5 35,820 100

平成２７年度末 26,587 74.5 2,882 8.0 6,234 17.5 35,703 100

平成２８年度末 26,449 73.9 2,801 7.8 6,546 18.3 35,796 100

平成２９年度末 25,282 73.9 2,706 7.8 6,858 19.7 34,846 100

平成３０年度末 24,908 71.8 2,678 7.7 7,104 20.5 34,690 100

令和元年度末 24,539 70.5 2,760 7.9 7,492 21.5 34,791 100

令和２年度末 23,631 69.9 2,472 7.3 7,707 22.8 33,810 100

令和３年度末 23,008 69.4 2,351 7.1 7,798 23.5 33,157 100

（資料）福祉行政報告例（各年度末現在）※ 平成22年度の福島県の数値のみ家庭福祉課調べ

里親等委託率

○里親制度は、家庭的な環境の下で子どもの愛着関係を形成し、養護を行うことができる制度

○里親等委託率は、平成２３年度末の１３．５％から、令和２年度末には２３．５％に上昇

※ 「里親等」は、平成２１年度から制度化されたファミリーホーム（養育者の家庭で５～６人の児童を養育）を含む。
ファミリーホームは、令和３年度末で４４６か所、委託児童１，７１８人。

里親等委託率の推移

+4.8

+5.2

９

変化はさして加
速していない。
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都道府県市別の里親等委託率の差
７０都道府県市別里親等委託率（令和３年度末）

里親等委託率は、自治体間の格差が大きい
全国： ２３．５％
最小： ８．６％ （金沢市）
最大： ５９．３％ （福岡市）

里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児童数
※ 里親等委託率（％）＝

乳児院入所児＋児童養護施設入所児＋里親・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ委託児

資料：令和３年度福祉行政報告例

10



37 46
32

47 46 43 44 45
30 38

28
16 19 16 13 5

305
329

305
302

275 273

254

267
269 272

250

218
215

178

155

130

115

42 41
53

65
75

85
105

115

143 147 145 144
162

179 181 189 189
17510.6%

12.6%

15.6%

18.3%

20.9%

24.8%

27.9%

31.5% 31.9% 32.4%

33.3%

39.7%

43.7%

47.9%

52.5%

56.9%

59.3%

0

100

150

200

250

300

350

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

(2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021)

（人）

400

（年度末）

乳児院入所児童数

里親等委託児童数

児童養護施設入所児童数

里親等委託率（全年齢）

施設入所児童数・里親等委託児童数・里親等委託率の推移

市民参加型里親普及開始
里親支援体制整備開始

乳幼児短期里親ﾘｸﾙｰﾄ開始
家庭移行支援係設置

施設入所児童の
家庭復帰•親族養育
養子縁組•里親委託
を進めたことで

施設入所児童が大幅減少

第１フェーズ

第２フェーズ

福岡市

乳幼児 87.5%

出典：「家庭養育と虐待予防の推進 ～福岡市のチャレンジ～」 福岡市 こども未来局 こども家庭課 こども福祉係長 福井充
自民党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年４月１２日）資料より
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特別養子縁組の成立件数の推移等

特別養子縁組の成立件数

出典：司法統計年報

２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年

４７４ ５１３ ５４２ ４９５ ６１６ ６２４ ７１１ ６９３ ６８３
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2023年4月 「こども家庭庁」スタート
⇒こどもまんなか社会の実現、こどもと家庭の福祉の増進・保健の向上等の支援、こどもの権利利益の擁護13

（2000年） ※その後、2004年、2007年に法改正。

(2009年)

(2010年)

(2011年)

(2011年)

(2015年～2016年)

(2016年

(2017年

(2018年

(2019年6月)

(2022年6月)
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「要保護児童問題」が「法律問題」である事の例

●「一時保護」は「行政による、子どもと親、双方の権利を侵害する可能性のある

身柄拘束」。

➡漸く、令和４年児福法改正で「親権者等が同意した場合等を除き、一時保護開

始時の司法関与」を導入。

●「一時保護時の通学停止」は、子どもに均しく認められている「学校において

教育を受ける権利」を侵害。

●「親の同意が得られないために里親に出せない」との論理は、親の論理優先

により「子どもの健全な養育を受ける権利」を侵害し、子どもの「家庭養育優先

原則」による愛着形成機会を奪う惧れ。

―――例えば、乳児院入所２年経過後に初めて里親に措置することは、愛着形成

の最重要時期（０～２歳）における健全な養育機会の権利を奪う惧れ。

―――児童相談所の一部では、要保護児童の措置に関し、施設か里親かは児相が

決める前提で協議を進め、同意書では「施設や里親」へ預けることに同意

を求めている。 16
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乳児院からの措置解除および措置変更の状況

1 乳児院からの措置変更する子ども

できるだけ早い時期に家庭における養育環境と同様の養

育環境で、特定の大人との愛着関係の下で養育されるこ

とが子どもの心身の成長や発達には不可欠であることか

ら、原則として、里親委託への措置変更を検討する。

50.0%
1年未満

29.4%
1年以上～ 2年未満

「里親委託ガイドライン」における記述乳児院の在所期間別在籍児童数について

（令和2年3月1日現在） （令和3年3月29日現在） 19

4%
3年以上～4年未満

1.4%
4年以上～5年未満

14.6%
3年以上～4年未満

0.4%
5年以上～6年未満

0.1%
6年以上～7年未満

（上段は人、下段は％）

乳児院退所者

家庭復帰へ
家庭と同様の養育環境へ 施設へ

その他
里親へ FHへ 養子縁組へ 養護施設へ その他施設

へ

平成25年度
人数 2,131 957 307 224 31 52 730 684 46 137 
構成比 100.0% 44.9% 14.4% 10.5% 1.5% 2.4% 34.3% 32.1% 2.2% 6.4%

平成28年度
人数 1,965 854 377 280 15 82 611 567 44 123 
構成比 100.0% 43.5% 19.2% 14.3% 0.8% 4.2% 31.1% 28.9% 2.2% 6.3%

令和元年度
人数 1,877 736 438 314 25 99 648 531 117 55 
構成比 100.0% 39.2% 23.3% 16.7% 1.3% 5.3% 34.5% 28.3% 6.2% 2.9%

令和3年度
人数 1,539 580 390 280 17 93 507 438 69 62 
構成比 100.0% 37.7% 25.3% 18.2% 1.1% 6.0% 32.9% 28.5% 4.5% 4.0%
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児童虐待による一時保護および一時保護委託の状況

20

○ 令和３年度の児童虐待が理由の一時保護件数は27,310件であり、そのうち一時保護委託件数は
12,107件で、児童虐待を理由とする一時保護総数の約44.3%を占めている。また、一時保護委託先内訳で
は、乳児院・児童養護施設への委託が合計で6,043件と約5割を占めている。

出典：福祉行政報告例



社会的養育の形態と政府数値目標

［家庭的養護］
・里親
・ファミリーホーム

今後十数年をかけて
概ね 1/3

［できる限り家庭的な
養育環境］
・小規模グループケア
・グループホーム

今後十数年をかけて
概ね 1/3

［施設養護］
・児童養護施設
・乳児院等

（児童養護施設はすべて
小規模ケア）

今後十数年をかけて
概ね 1/3

里親委託率
3歳未満
それ以外の就学前
学童期以降

概ね 5年以内に75％以上
概ね 7年以内に75％以上
概ね10年以内に50％以上

特別養子縁組成立数 概ね5年以内に年間1,000
人以上、その後も増加

「社会的養護の課題と将来像」
（2011年7月）

「新しい社会的養育ビジョン」
（2017年8月）

①［家庭］ 実父母や親族等

②［家庭における養育環境と同様の養育環境］

③［できる限り良好な家庭的環境］
小規模かつ地域分散型施設、まで

［施設の新たな役割］
施設入所は、措置前の一時的な入所に加え、高度専門
的な対応が必要な場合が中心。
高機能化、多機能化を図り、地域で新たな役割を担う。

21
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H30年度末
実績

5年目 7年目 10年目
（R６年度末） （R８年度末） （R11年度末）

3歳未満 3歳未満
3歳以上

3歳未満
3歳以上 学童期

就学前 就学前 以降

国が策定要領で示す数値 20.5% 75.0%以上 75.0% 75.0%以上 75.0% 75.0% 50.0%以上

和歌山県 20.5% 32.0% - - 55.6% 46.4% 42.1%

鳥取県 24.6% 40.0% - - 60.0%

島根県 23.4% 35.0% 41.0% - 概ね50%以上 - 概ね40%以上

岡山県 32.7% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 50.0%
（岡山市） (14.0%) (75.0%) (75.0%) (75.0%) (75.0%) (75.0%) (50.0%)
広島県 14.1% 29.0%

- -
43.5% 44.0% 42.4%

（広島市） (18.8%) (29.0%) (43.5%) (44.0%) (42.4%)

山口県 20.0% 33.3% - - 45.0%

徳島県 12.8% 60.0% 60.0% 55.0% 60.0% 55.0% 43.0%

香川県 23.8% 51.7% 40.5% 70.0% 70.0% 40.0%

愛媛県 18.1% 48.0% 56.0% 60.7% 72.0% 77.0% 33.3%

高知県 18.7% 40.0% - - 65.0% 60.0% 50.0%

福岡県 20.7% 52.4% 60.7% 60.4% 60.7% 60.4% 41.9%

佐賀県 31.1% 53.6% 63.0% 75.0% 76.9% 81.5% 48.0%

長崎県 17.6% 61.8% 75.0% 37.4% 75.0% 50.9% 40.3%

熊本県 12.4% 45.4% 55.9% 44.2% 69.8% 58.7% 30.3%
（熊本市） (10.8%) (45.4%) (55.9%) (44.2%) (69.8%) (58.7%) (30.3%)

大分県 33.1% 75.0% - - 75.0%
50.0%～ 35.0%～
75.0% 50.0%

宮崎県 13.4% 36.0% - - 54.0% 44.0% 35.0%

鹿児島県 17.5% 39.7% 39.7% 56.5% 38.6% 58.2% 37.4%

沖縄県 34.7% 37.0% - - 40.0%

仙台市 27.7% 38.9% 46.4% 52.5% 57.6% 65.0% 44.3%

横浜市 15.2% 33.1% 38.7% 43.0% 45.3% 46.9% 31.4%

川崎市 23.2% 75.0% 76.0% 75.0% 76.0% 75.0% 50.0%

相模原市 16.9% 75.0% 75.0% 76.0% 75.0% 76.0% 50.0%

名古屋市 14.4% 45.0% - - 70.0% 30.0% 30.0%

京都市 13.1% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 50.0%

大阪市 16.5% 25.5% - - 41.0% 42.9% 33.9%

堺市 12.4% 31.4% - - 46.0% 37.3% 32.2%

神戸市 12.4% 38.0% - - 58.3% 30.9%

北九州市 19.1% 38.6% 42.2% 42.9% 48.9% 47.0% 32.1%

福岡市 47.9% 77.1% 75.8% 76.9% 76.7% 75.0% 58.8%

世田谷区 76.9% 75.9% 77.4% 75.0% 76.5% 50.2%

横須賀市 18.9% 33.0% - - 45.0%

明石市 57.1% - - 100.0% 100.0% 62.1%

H30年度末
実績

5年目 7年目 10年目
（R６年度末） （R８年度末） （R11年度末）

3歳未満 3歳未満
3歳以上

3歳未満
3歳以上 学童期

就学前 就学前 以降

国が策定要領で示す数値 20.5% 75.0%以上 75.00% 75.0%以上 75.00% 75.00% 50.0%以上

北海道 34.5%
現状からの増加 - - -

（札幌市） (29.7%)

青森県 27.8% 38.5% - - 60.9% 62.2% 47.9%

岩手県 26.2% 34.8% 42.8% 44.3% 54.8% 52.6% 46.6%

宮城県 40.2% 51.4% 55.4% 51.9% 63.2% 62.2%

秋田県 12.2% 26.0% - - 40.0%

山形県 20.0% 57.5% - - 75.0% 75.0% 31.7%

福島県 24.6% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 75.0% 30.0%

茨城県 16.8% 70.0% - - 71.4% 69.8% 60.7%

栃木県 19.2% 53.1% - 54.4% - - 41.0%

群馬県 17.4% 34.0% 38.0% 57.0% 40.0% 75.0% 50.0%

埼玉県 18.8% 36.0%
- - - - -

（さいたま市） (40.0%) (36.0%)

千葉県
（千葉市）

27.9% 57.0%
- -

75.4% 50.5% 32.5%
(31.2%) (55.6%) (73.7%) (74.1%) (50.0%)

東京都 14.9% 14.1% 28.7% 38.2% 50.5% 50.5% 33.6%

神奈川県 16.5% 34.2% - - 75.0% 75.0% 24.6%

新潟県 40.0% 53.0%
- -

61.0% 77.0% 57.0%
（新潟市） (55.9%) (53.0%) (61.0%) (77.0%) (57.0%)

富山県 18.5% 46.0% - - 66.7% 66.7% 33.3%

石川県 15.9% 40.0%
- -

60.0% 35.0%
（金沢市） (15.4%) (40.0%) (60.0%) (35.0%)

福井県 16.6% 33.0% - - 65.0% 65.0% 35.0%

山梨県 28.8% 57.7% - - 75.0%以上 50.0%以上

長野県 16.1% 40.7% - - 75.0% 67.7% 36.5%

岐阜県 16.1% 48.1% - - 67.9% 47.9% 37.5%

静岡県 21.9% 45.0%
- -

65.0% 58.0% 46.0%
（静岡市） (48.5%) (53.0%) (64.0%) (58.0%) (52.0%)
（浜松市） (26.7%) (56.0%) (67.0%) (59.0%) (49.0%)

愛知県 15.9% 28.5% - - 49.4% 45.7% 30.1%

三重県 28.8% 48.4% - - 60.0% 60.0% 40.0%

滋賀県 34.3% 52.2% - - 73.9% 65.4% 60.2%

京都府 14.8% 25.0% - - 40.0% 33.0%

大阪府 11.6% 47.0% - - 64.0% 44.0% 38.0%

兵庫県 19.2% 37.5% 44.2% 37.9% 55.8% 46.8% 47.1%

奈良県 17.4% 27.0% - - 47.0% 42.0% 31.0%

都道府県社会的養育推進計画について（令和４年度末現在）
○ 各都道府県等から提出された計画について里親等委託率の数値目標や里親推進に向けた取組等をレーダーチャートにて取りまとめたうえで公表。（令和２
年８月７日）

○ その後、個別ヒアリング等を通じて、国の財政面の支援の活用も含めた更なる取組や里親等委託率の目標値の引き上げ等について個別に助言等を実施し、
これらの結果を踏まえた数値目標や取組状況を反映したレーダーチャートを公表。（令和３年３月31日）

○ さらに、都道府県等の取組を強力に支援し、計画の加速化を促すため、令和６年度末までの期間を「集中取組期間」として位置付け、毎年度、「里親委託
加速化プラン」の提出を求めている。

は、策定要領に示す国の基準を満たすもの ※1は、「3歳未満」と「3歳以上就学前」合計の委託率 ※2は、全年齢合計の委託率

※1

※1

※2

※2

※2

※2

※1

※2

※2

※2

※2

◎道・県と指定都市等が一体で計画を策定している場合は、カッコ（ ）で記載している。 24



里親への手当等の目的と支給額

里親手当 養育里親 90,000円（2人目以降： 90,000円）
（月額/人） 専門里親 141,000円（2人目 ：141,000円）

一般生活費（食費、被服費等） 乳児 60,670円
（月額/人） 乳児以外 52,620円

その他（教育費、入進学・就職・大学進学等支度費、医療費、通院費等)

里親の種類と委託数・委託児童数

里親に支給さ
れる手当等

（里親数、児童数は福祉行政報告例）
（２０２３年３月末現在）

（２０２３年度単価）

種類 養育里親 専門里親 養子縁組里親 親族里親 合計

登録里親数 12,934世帯 728世帯 6,291世帯 631世帯 20,584世帯
委託里親数 3,888世帯 168世帯 314世帯 569世帯 4,939世帯
委託児童数 4,709人 204人 348人 819人 6,080人

※2020年度から2人目以降の手当額を増額
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里親養育包括支援（フォスタリング）事業の自治体別の金額（令和４年度）

○児童虐待・DV対策等総合支援事業費補助金の令和４年度交付決定における里親養育包括支援（フォスタリング）事
業の自治体別の交付申請額は以下のとおり。
※ 令和４年度交付決定は自治体からの交付申請額どおり行われている。

自治体名 金額
北海道 18,972,000
青森県 11,902,000
岩手県 18,101,000
宮城県 33,372,000
秋田県 9,624,000
山形県 5,544,000
福島県 838,000
茨城県 69,440,000
栃木県 30,640,000
群馬県 12,446,000
埼玉県 33,946,000
千葉県 23,974,000
東京都 195,037,000
神奈川県 36,688,000
新潟県 4,219,000
富山県 5,397,000
石川県 4,133,000
福井県 10,339,000
山梨県 20,400,000
長野県 23,990,000

自治体名 金額
岐阜県 66,000,000
静岡県 25,457,000
愛知県 20,375,000
三重県 28,694,000
滋賀県 15,224,000
京都府 1,096,000
大阪府 114,901,000
兵庫県 32,000,000
奈良県 6,213,000
和歌山県 29,860,000
鳥取県 7,843,000
島根県 1,329,000
岡山県 4,623,000
広島県 7,597,000
山口県 22,907,000
徳島県 6,254,000
香川県 3,335,000
愛媛県 462,000
高知県 28,790,000
福岡県 106,794,000

自治体名 金額
佐賀県 36,361,000
長崎県 14,074,000
熊本県 62,625,000
大分県 20,282,000
宮崎県 27,067,000
鹿児島県 3,414,000
沖縄県 15,275,000
札幌市 33,072,000
仙台市 5,654,000

さいたま市 3,126,000
千葉市 18,202,000
横浜市 19,953,000
川崎市 58,990,000
相模原市 9,498,000
新潟市 2,306,000
静岡市 15,589,000
浜松市 2,815,000
名古屋市 29,405,000
京都市 18,869,000
大阪市 88,302,000

自治体名 金額
堺市 6,859,000
神戸市 7,365,000
岡山市 4,564,000
広島市 4,682,000
北九州市 5,298,000
福岡市 45,757,000
熊本市 36,725,000
港区 34,195,000

世田谷区 31,100,000
中野区 19,824,000
豊島区 6,715,000
荒川区 20,198,000
板橋区 22,600,000
江戸川区 27,977,000
横須賀市 2,668,000
金沢市 209,000
明石市 7,152,000
奈良市 7,908,000

（単位：円）

合計 1,875,431,000 28
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「社会的養育の推進に向けて」
（令和4年3月31日 厚労省子ども家庭局家庭福祉課）
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児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第66号）の概要

改正の趣旨

改正の概要

施行期日

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支
援のための体制強化等を行う。

１．子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、母子保健法】
①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこども家庭センター（※）の設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）に
おける相談機関の整備に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サポートプラン）を作成する。

※子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを見直し。
②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村
が必要に応じ利用勧奨・措置を実施する。

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型
（福祉型、医療型）の一元化を行う。

２．一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上【児童福祉法】
①一時保護所の設備・運営基準を策定して一時保護所の環境改善を図る。児童相談所による支援の強化として、民間との協働による親子再統合の事業の実施や、
里親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を行う。

②困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等を行う事業を創設する。
３．社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化【児童福祉法】
①児童自立生活援助の年齢による一律の利用制限を弾力化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。
②障害児入所施設の入所児童等が地域生活等へ移行する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの入所継続を可能とする。

４．児童の意見聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】
児童相談所等は入所措置や一時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意見・意向を勘案して措置を行うため、児童の意見聴取等の措置を講ずることと
する。都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を行う。

５．一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入【児童福祉法】
児童相談所が一時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は保護開始から７日以内に裁判官に一時保護状を請求する等の手続を設ける。

６．子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上【児童福祉法】
児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任用要件に追加する。

７．児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）等【児童福祉法】
児童にわいせつ行為を行った保育士の資格管理の厳格化を行うとともに、ベビーシッター等に対する事業停止命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、
児童福祉施設等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき事項に児童の安全の確保を加えるなど所要の改正を行う。

令和6年4月1日（ただし、5は公布後3年以内で政令で定める日、７の一部は公布後3月を経過した日、令和５年４月１日又は公布後2年以内で政令で定める日）

※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、
その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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都道府県等・児童相談所による支援の強化
○ 児童相談所の業務負荷が著しく増大する中で、民間と協働し、支援の強化を図る必要がある。
○ このため、民間に委託した場合の在宅指導措置の費用を施設等への措置の費用と同様に義務的経費にするとともに、
① 措置解除等の際に親子の生活の再開等を図るため、親子再統合支援事業を制度に位置づける。
② 家庭養育の推進により児童の養育環境を向上させるため、里親支援センターを児童福祉施設として位置づける。

○ 妊婦に対する寄り添いや心理的ケア、出産支援、産後の生活支援など支援を必要とする妊婦に対する包括的な支援事
業を制度に位置づける。

＜里親支援センターの設置＞
➢ 里親の普及啓発、里親の相談に応じた必要な援助、入所児童と里親相互の交流の場の提供、里親の選定・調整、委託

児童等の養育の計画作成といった里親支援事業や、里親や委託児童等に対する相談支援等を行う。
➢ 里親支援の費用を里親委託の費用と同様に義務的経費とする。

＜親子再統合支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞
➢ 親子の再統合（親子関係の再構築等）が必要と認められる児童とその保護者を対象
➢ 児童虐待の防止に資する情報の提供、相談、助言等を行う。

例）ピア・カウンセリング、心理カウンセリング、保護者支援プログラム 等

＜妊産婦等生活援助事業（都道府県等の事業※都道府県、市、福祉事務所設置町村）＞
➢ 家庭生活に支障が生じた特定妊婦等とその子ども（親に頼ることができない、出産に備える居宅がない等）を対象
➢ 住居に入居させ、又は事業所等に通所、訪問により、食事の提供などの日常生活の支援を行う。養育に関する相談・

助言、関係機関との連絡調整（産後の母子生活支援施設等へのつなぎ等）、特別養子縁組の情報提供等を行う。
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妊産婦 子育て世帯
（保護者） 子ども

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

○ 児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○ 把握・情報提供、必要な調査・指導等
○ 支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○ 保健指導、健康診査等

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成（１．①関係）

○ 市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の設立の意義
や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ 子ども家庭総合支援拠点：635自治体、716箇所、子育て世代包括支援センター：1,603自治体、2,451箇所 （令和３年４月時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※ 児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、母子保健の相談等を市区町村の行わな
ければならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携
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子育て短期支援事業
➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を
可とする。

➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。

例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う

例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実（１．②関係）

地域子ども・子育て
支援事業への位置づけ

 市区町村の計画的整備

 子ども・子育て交付金
の充当

34
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○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業
➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。
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社会的養育人材の能力・量の充実こそ急務

35

★専門人材による科学に基づく「子どものソーシャルワーク」を能力・量ともに発展、充実させる事
こそが急務。格段のスピードアップが必須。

★厚労省は、自治体・民間に丸投げ、突き放しをせず、全国の要保護・要支援児童が、等しく、一
定水準以上の能力ある人材の下で健全養育されるよう、人材育成・確保態勢の実現に責任を
負うべき。

★そのため、国家資格としての「子ども家庭福祉士（仮称）」導入をはじめとする「社会的養育エコ
システム」を、責任をもって構築、常時その維持に責任を負うべき。

●児童相談所人材の能力向上、充実
●市町村・福祉・教育現場人材の能力向上、充実

―――自治体は「子ども家庭福祉士（仮称）」等中核的専門人材を長期配置。研修充実。
―――フォスタリング機関人材の能力向上。

●里親の能力向上、充実
―――国は、研修の格段の質・量向上を、自治体は、「上乗せ、横出し」を実践。
―――「登録前研修＋５年毎更新研修」➡「登録前研修＋頻回研修＋専門研修」、「特別

養子養親研修」
●児童福祉施設の人材の能力向上、充実

―――高機能化、多機能化にふさわしい専門人材の必置化。施設採用要件の「中学卒」は再
考すべき。

●児童精神医学の充実
―――医学教育、診療報酬体系、人員配置基準の見直し、「医療と福祉の融合」等。

●司法人材の能力向上



子ども家庭福祉の認定資格

※対象となる保育士の範囲は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ今後検討

社会福祉士
精神保健
福祉士

一定の実務経験のある有資格者のルート

子ども家庭福祉指定研修（100時間程度）

現任者のルート

※当分の間の経過措置

子ども家庭福祉分野の

相談援助の実務経験

４年

：認定機関が認定するカリキュラム

ソーシャルワーク
に関する研修の受
講

保育士の

実務経験

４年

ソーシャルワーク
に関する研修の受
講

試験
※認定機関が実施。指定研修等の効果も測定する実
践的な内容

※子ども家庭福祉の現場で働きながらの受講や試験となるため、現場の
意見も聴きながら内容は今後検討

相談援助の実務経験

２年

子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上（６．関係）
○子ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた人材を早期に輩出するため、まずは、一定の実務経験の
ある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格（※）を導入する。

※社会的養育専門委員会（審議会）の報告書では「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」とされているが、名称は今後検討

○この新たな認定資格は、児童福祉司の任用要件を満たすものとして児童福祉法上位置づける（※１）。また、現場への任用が進むよ
う、児童相談所のスーパーバイザーになりやすい仕組み（概ね５年→概ね３年の実務経験（※２））や施設等に配置するインセン
ティブを設定する。

※１：児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について的確な措置を実施するのに十分な知識等を有する者として規定し、認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。
※２：要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験があるなど、子ども家庭福祉の実践的な能力がある場合に限ることとする。

○新たな認定資格の取得状況その他の施行の状況を勘案するとともに、下記（※）の環境を整備しつつ、児童の福祉に関し専門的
な知識及び技術を必要とする支援を行う者に関して、その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、
国家資格を含め、認定資格の施行（R6.4）後２年を目途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。（◎）

※その者が実施すべき業務の内容、必要な専門的な知識・技術や教育課程の内容の明確化、養成するための必要な体制の確保、その者がその能力を発揮して働くことができる場における雇用の機会の確保

36

※上記の（◎）参照
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目 的 期 間 内 容

(1)基礎研修

・養育里親を希望す
る者を対象とした
基礎研修

①社会的養護における里親制度の
意義と役割を理解する

②今日の要保護児童とその状況を
理解する（虐待、障害、実親がい
る等）

③里親にもとめられるものを共有す
る（グループ討議）

１日
＋
実習１日程度

①里親制度の基礎Ⅰ

②保護を要する子どもの理解について（ex保護を要する子どもの
現状、児童虐待問題）

③地域における子育て支援サービス（ex地域における子育て相談
・各種支援サービス等）

④先輩里親の体験談・グループ討議（ex里親希望の動機、里親に
もとめられるもの）

⑤実習（児童福祉施設の見学を主体にしたもの）

(2) 認定前研修

・基礎研修を受講し、
里親について概要
を理解した上で、
本研修を受講する

・本研修を修了、養
育里親として認定
される

社会的養護の担い手である里親と
して、子どもの養育を行うために必
要な知識と子どもの状況に応じた
養育技術を身につける

２日
＋

実習２日程度

①里親制度の基礎Ⅱ（里親が行う養育に関する最低基準）

②里親養育の基本（ﾏｯﾁﾝｸﾞ、交流、受託、解除までの流れ、諸手
続等）

③子どもの心（子どもの発達と委託後の適応）

④子どもの身体（乳幼児健診、予防接種、歯科、栄養）

⑤関係機関との連携（児童相談所、学校、医療機関）

⑥里親養育上の様々な課題

⑦児童の権利擁護と事故防止

⑧里親会活動

⑨先輩里親の体験談・グループ討議

⑩実習（児童福祉施設、里親）

(3) 更新研修

・登録または更新後
５年目の養育里親

・登録有効期間内に
受講し登録更新す
る

養育里親として児童の養育を継続
するために必要となる知識、新しい
情報等を得る。

１日程度

※未委託の里
親の場合は、
施設実習（１
日）が必要

①社会情勢、改正法など（ex 子どもをとりまく最新情勢、児童福祉
法・児童虐待防止法改正等の制度改正）

②児童の発達と心理・行動上の理解など（ex子どもの心理や行動
についての理解）

③養育上の課題に対応する研修（ex受講者のニーズに考慮した
養育上の課題や対応上の留意点）

④意見交換（ex受講者が共通に抱えている悩みや課題について
の意見交換）

②里親研修カリキュラム(例) ・・・実施機関は、都道府県（法人、NPO等に委託可）
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40

令和５年度こども・子育て支援推進調査研究事業
調査研究課題個票（1次公募）
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課題（吹き出し部分）

 治療における保護者の同意：精神保健福祉法と児童福祉法は補完しあっておら
ず、精神保健福祉法上の児童精神科入院治療では、特に生じやすい問題

 隔離・拘束を要する患児には、身体疾患でいうところの集中治療室（PICU）に匹
敵する看護力が必要。人手があれば、隔離拘束を減らすことはできる

 親の貧困のみならず、児童福祉法上の措置費は入院にかかる生活費を想定して
いない

 子どもの安全を守る委員会（CAPS）や子ども虐待スクリーニングチーム（SCAN
）などの設置（診療報酬外）

 退院した後の子どもや親のための支援として、リカバリー総合応援部（注）の設置
（診療報酬外）

出典：「児童精神科医療の現状と課題」 全国児童青年精神科医療施設協議会
自民党・超党派議員連盟合同総会（２０２３年２月２２日）資料より

小児精神科医からの指摘
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令和４年児福法等改正における前進と足踏み

● 「『里親支援センター』の児童福祉施設扱い」等、義務的経費化を伴う「児童相談所と民
間との協働」支援強化は評価。
―――ただし、「何ちゃって『里親支援センター』」には要注意。

● 市区町村の役割分担・体制強化の方向性は評価。
―――「こども家庭センター」設置、「サポートプラン」作成は一歩前進。

● 「親権者非同意の場合の一時保護開始時の司法審査導入」は子どもの「権利主体性」確立
に一歩前進（国の「先送り」方針を逆転）。ただし、本来は全ての場合において司法審査
が必要。

● 子ども家庭福祉士（仮称）」＜国家資格＞導入決着先送り（R8.4）は「大人の都合」によ
るものであり、子ども達には大きなマイナス。

高齢者等の包括的ソーシャルワーク ➡「社会福祉士」
精神障がい者のソーシャルワーク ➡「精神保健福祉士」
子どものソーシャルワーク な し

➡「子ども家庭福祉士（仮称）」

● 子どもの「意見聴取」、「意見表明支援」は子どもの権利重視を促進。
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」の創設

家庭養育推進施策における今後の課題等（その１）

（児童相談所、制度等）

● 中核市への児童相談所必置化（保健所並び）

● 全ての児童相談所に「里親推進係・課（仮称）」、「家庭支援係・課（仮称）」を設置、

専門担当者を増員

● ICT・AI活用を含む要保護児童の情報の早期一元・共有システム化（モバイル端末活用によ

り、現場対応迅速化）

● 一時保護時の子どもの通学権等権利保障の徹底

● 全児相設置自治体での「アドボケイト制度（意見表明支援員）」の整備

● 「在宅措置」の本格制定、「通所措置」の創設

● 里親、施設での「ケアニーズに応じた措置費制度」の早期創設

● 施設の高機能化・多機能化の推進、施設体系の見直し

● 児童相談所、施設等を客観評価する「日本版Ofsted」の創設

（里親養育、特別養子縁組の推進）

● 全ての児童相談所に「里親推進係・課（仮称）」を設置、専門担当者を増員（再掲）

● 民間フォスタリング機関空白区の早期解消、専門性・質向上（研修等）

● 民間フォスタリング機関の実効性ある第三者評価（含む「アウトカム」）

● 里親制度における専門性向上、多類型化（含む「一時保護里親」）

● 里親、施設での「ケアニーズに応じた措置費制度」の早期創設（再掲）

● TVでのゴールデンアワー放映等、政府広報の格段の強化 42



」の創設

家庭養育推進施策における今後の課題等（その２）

（「予防」を含む「家庭支援」の強力推進)

● 全ての児童相談所への「家庭支援係・課（仮称）」設置。「在宅措置」、「通所措置」等を

含め、虐待予防、親子関係再構築に向けた保護者等支援、里親家庭、養子家庭への家庭支援

の格段の強化。

例：「ショートステイ里親」推進。

（基礎自治体による家庭養育支援）

● 市区町村による実効性あるソーシャル・ワーク、児相相談所・児童家庭支援センター・民間

NPO等との連携

● 「こども家庭センター」はじめ、市区町村における子ども家庭担当ソーシャルワーカーの能

力、量ともの向上

（全国の官民人材の資質向上）

● 「こども家庭福祉士（仮称）」の早期国家資格創設
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こども家庭庁の必要性、目指すもの

 こどもまんなか社会の実現に向けて、常にこどもの視点に立って、こども政策に強力かつ専一に取り組む独立した行政組織として、こどもと
家庭の福祉の増進・保健の向上等の支援、こどもの権利利益の擁護を任務とするこども家庭庁を創設

 内部組織は、司令塔部門、成育部門、支援部門の３部門体制として、移管する定員を大幅に上回る体制を目指す
 こどもにとって必要不可欠な教育は文部科学省の下で充実、こども家庭庁と文部科学省が密接に連携

強い司令塔機能

 総理直属の機関として、内閣府の外局とし、一元的に企画・立案・総合調整（内閣補助事務）
 各省大臣に対する勧告権等を有する大臣を必置化
 総理を長とする閣僚会議を一体的に運営、大綱を一体的に作成・推進

法律・事務の移管・共管・関与

 主としてこどもの福祉・保健等を目的とするものは移管
内閣府の子ども・若者育成支援及び子どもの貧困対策に関する事務や子ども・子育て本部が所掌する事務、
文部科学省の災害共済給付に関する事務、厚生労働省の子ども家庭局が所掌する事務や障害児支援に関する事務などを移管

 こどもの福祉・保健等とそれ以外の政策分野を含んでいるものは共管
 国民全体の教育の振興等を目的とするものは、関係府省庁の所管としつつ、個別作用法に具体的な関与を規定するほか、総合調整

新規の政策課題や隙間事案への対応

 各省庁の間で抜け落ちることがないよう必要な取組を行うとともに、新規の政策課題に取り組む

体制と主な事務

こども成育局
 妊娠・出産の支援、母子保健、成育医療等
 就学前の全てのこどもの育ちの保障
（幼稚園教育要領、保育所保育指針の双方を文部科学省
とともに策定（共同告示） など）

 相談対応や情報提供の充実、全てのこどもの居場所づくり
 こどもの安全

こども支援局
 様々な困難を抱えるこどもや家庭に対する年齢や制度の壁を克

服した切れ目ない包括的支援
 児童虐待防止対策の強化、社会的養護の充実及び自立支援
 こどもの貧困対策、ひとり親家庭の支援
 障害児支援
 いじめ防止を担い文部科学省と連携して施策を推進 など

 こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策の企画立案・総合調整
 必要な支援を必要な人に届けるための情報発信や広報等
 データ・統計を活用したエビデンスに基づく政策立案と実践、評価、改善

長官官房

こども家庭庁の概要

施行期日  令和５年４月１日
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日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自

立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、
将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、こども政策を総合的に推進する。

目 的

① 全てのこどもについて、個人として尊重されること・基本的人権が保障されること・差別的取扱いを受けることがないようにすること
② 全てのこどもについて、適切に養育されること・生活を保障されること・愛され保護されること等の福祉に係る権利が等しく保障されるととも

に、教育基本法の精神にのっとり教育を受ける機会が等しく与えられること
③ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・多様な社会的活動

に参画する機会が確保されること
④ 全てのこどもについて、年齢及び発達の程度に応じ、意見の尊重、最善の利益が優先して考慮されること
⑤ こどもの養育は家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、十分な養育の支援・
家庭での養育が困難なこどもの養育環境の確保

⑥ 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境の整備

基本理念

白書・大綱
〇 年次報告（法定白書）、こども大綱の策定
(※少子化社会対策/子ども・若者育成支援/子どもの貧困対策の既存３

法律の白書・大綱と一体的に作成）

基本的施策
〇 施策に対するこども・子育て当事者等の意見の反映
〇 支援の総合的・一体的提供の体制整備
〇 関係者相互の有機的な連携の確保
〇 この法律・児童の権利に関する条約の周知
〇 こども大綱による施策の充実及び財政上の措置等

こども政策推進会議

〇 こども家庭庁に、内閣総理大臣を会長とする、こども政策推進会
議を設置

① 大綱の案を作成
② こども施策の重要事項の審議・こども施策の実施を推進
③ 関係行政機関相互の調整 等

〇 会議は、大綱の案の作成に当たり、こども・子育て当事者・民間
団体等の意見反映のために必要な措置を講ずる

附則
施行期日：令和５年４月１日
検討：国は、施行後５年を目途として、基本理念にのっとった

こども施策の一層の推進のために必要な方策を検討

責務等
〇 国・地方公共団体の責務 〇 事業主・国民の努力

こども基本法の概要
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